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研究成果の概要（和文）：21世紀に入り、グローバル化・脱工業化によって衰退した都市・地域を再生させる戦略とし
て創造都市戦略が世界的な注目を集めるようになった。本研究では、2004年により創造都市政策を採用した横浜市を事
例として、その背景と目的、実施過程を調査し、到達点と課題を評価することを目的としている。
横浜市の創造都市政策は、アーティストを誘致し、創造産業クラスターを形成し、都心臨海部の空間形成をめざすもの
であった。政策実施過程の分析から、この政策の特徴は都市デザインにあり、アーティストの誘致には成功したが、産
業政策と市民参加に弱点があること、行政組織の再編によって、空間的視点も弱まりつつあることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Since the 2000's, the creative city policy has been attracting worldwide attention
 as a strategy for regenerating cities that have been declined with globalization and deindustrialization.
 This study focuses on the city of Yokohama, which adopted a creative city policy in 2004, examining the c
auses and aims of that policy and the actual processes of its implementation and evaluating its achievemen
ts and remaining problems.
  The objectives of the policy are to attract artists and designers, to form a cluster of the creative ind
ustry and to reshape the waterfront of downtown area. The processes of the policy implementation reveal th
at the agenda of the creative city is characterized by urban design, having a weakness in industrial polic
y and civic involvement, and diminishing its spatial perspective due to the reorganization of public admin
istration.
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１．研究開始当初の背景 
 21世紀に入り、グローバル化・脱工業化に
よって衰退した都市・地域を再生させる戦略
として創造都市戦略が世界的な注目を集め
るようになった。創造都市とは、グローバル
化と脱工業化のなかで、衰退しつつある都
市・地域が、地域に賦存する諸資源を活用し、
文化と産業を融合させて、内発的で持続的な
発展を図ろうとする都市再生戦略である。 
 欧州の経験をもとに提唱された創造都市
の概念は、東アジアにも影響を及ぼしている。
しかし、世界的な流行とともに、創造都市の
概念は曖昧になる傾向にある。そこで、あら
ためて、創造都市を標榜する政策実践を社会
過程として分析する社会学的な研究が必要
な段階にきている。 
 従来、社会学における都市研究は、情報都
市論やグローバル都市論にみられるように、
資本主義再編の支配的論理を記述するもの
が主流であった。これに対して、本研究は、
グローバル化・脱工業化への都市の側からの
内発的な政策的対応を追跡するものである。 
  
２．研究の目的 
本研究では、2004 年に創造都市政策を採
用した横浜市を事例として、その現状と課題、
政策意図と効果を調査して、日本における
1960 年代以降の自治体政策の展開過程にお
ける歴史的位置づけ、東アジアの国際都市と
の比較を交えて、創造都市政策の戦略的意義
について検討することを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 横浜市の政策担当者、アートNPOの関係者、
アーティスト、建築家などにインタビューを
実施し、若干のイベントにも聴衆・観衆とし
て参加した。また、文書資料として、過去の
政策担当者の著作、アート NPO やプロジェク
ト集団が編集した記録、その他 Web 検索など
により横浜市の政策関連文書、委員会議事録、
広報資料などを収集し、分析した。 
 さらに、中国・復旦大学、同済大学、韓国・
ソウル市立大学の研究者と共同研究会を開
催し、横浜の事例を報告するとともに、上海
やソウルなどの状況についても討議した。 
 
４．研究成果 
(1)創造都市政策の背景 
 横浜市において創造都市政策が構想され
た直接的な背景は、旧都心部の衰退であった。
それは、東京において空間再編が再始動し、
オフィス面積が過剰に供給されたために、横
浜都心部の不動産価値が相対的に下落した
ことから引き起こされた。また、金融のグロ
ーバル化に伴う都市銀行の再編は、旧都心部
の銀行建築のいくつかを不要なものにした。
さらに、東京との鉄道によるアクセスの向上
が見込まれたために、居住用マンションの需
要が増大した。こうした要因が、横浜の都心
空間の象徴的価値を脅かすもとして、市関係

者（後述する「創造的ビューロクラット」）
に受け止められた。 
 
（2）創造都市政策の形成 
 横浜市の創造都市政策は、横浜市が保存し
ようとしていた銀行建築の活用方法の検討
するなかで、アーバンデザイナーを中心とす
る委員会において発案された。そのため、ア
ーバンデザインの視点が特徴になっている。
その骨子は、歴史的建築物や空きオフィスな
どを利用したアーティスト・クリエーターの
誘致（「創造界隈」形成）、映像系企業の誘致
による創造産業クラスターの形成（「映像文
化都市」）、都心臨海部の空間再編（「ナショ
ナルアートパーク構想」）であり、これらの
戦略的プロジェクトを通して市民の主導す
る文化芸術創造都市をつくることがめざさ
れた。 
 
（3）創造都市政策の実践過程 
 ３つの戦略的プロジェクトのうち予想外
に進捗したのは、創造界隈形成であった。
2004 年に開始された銀行建築（旧第一銀行・
旧富士銀行）の文化芸術活用実験事業は、
2006 年に本格実施に移行し、2009 年 3 月ま
で実施された。その間に、旧富士銀行には東
京藝術大学大学院映像研究科の誘致が決ま
り、旧富士銀行を活用したプロジェクトは、
日本郵船海岸通倉庫に移転した。この倉庫は、
現在までアートNPOによって利用されている。 
また、波及効果として民間の土地建物をオ
フィスやアトリエとして利用するプロジェ
クトも生まれてきた（2005 年～2006 年の北
仲 Brick&北仲 White、2006 年～2010 年の本
町ビル45、2010年以降の宇徳ビルヨンカイ）。
市の施設の転用例としては、旧市営結婚式場
の転用（2006 年以降の「急な坂スタジオ」）、
市が取得した旧大蔵省関東財務局事務所・旧
労働省労働基準局事務所の活用（2006 年～
2010 年の「ZAIM」）、トリエンナーレ会場とし
て建設された新港ピア展示施設の活用（ハン
マーヘッドスタジオ、2012 年～2014 年）な
どが挙げられる。さらに、初黄・日ノ出町地
区では、摘発された旧特殊飲食店街の空き店
舗を借り上げてアーティストのアトリエと
して転用し街の再生を図る取り組みが 2006
年以降実施されている。 
 こうした創造界隈の広がりに対して、映像
系企業の誘致による創造産業クラスターの
形成は、企業誘致に失敗したことから進捗せ
ず、都心臨海部の空間形成をめざすナショナ
ルアートパーク構想も、2009 年の開港 150 周
年にむけた「象の鼻パーク」（港湾緑地）と
「象の鼻テラス」（アートの展示を兼ねた無
料休憩所）の整備以降は進捗していない。 
 
（4）創造界隈の形成要因 
 創造界隈が進捗した要因は次の3つである。
第一に、施設の管理運営をアート NPO に委託
したことである。旧第一銀行と旧富士銀行の



文化芸術活用実験事業のために結成された
BankART1929 は、その後、NPO 法人となり、
創造界隈形成の推進力となった。 
 第二に、都市デザイン行政を担ってきた市
職員とアート関係者に親和性があり、両者の
関係が概ね良好に推移してきたことである。
本研究では、政策法務にたけ、柔軟性の高い
市職員を「創造的ビューロクラット」と呼び、
その役割に注目した。また、民間の建築家も、
アートと行政の双方に通じた存在として重
要な媒介的役割を果たした。 
 第三に、この間のデフレとリーマンショッ
クの影響で、旧都心部の地価が相対的に下落
していたことである。そのため、再開発が停
滞し、空きオフィスの転用が容易になった。 
 
（5）映像文化都市の軌道修正と産業振興 
 しかし、創造界隈の形成が創造産業クラス
ターの形成に結びついたわけではなかった。
映像文化都市は、映像系企業の新都心部への
立地を見込んでいたが、期待がはずれた。代
わって、芸大の映像研究科の３専攻が新港・
馬車道地区に誘致された。そのため、映像文
化都市は、文言上は人材育成政策に転換し、
産業振興政策は宙に浮く結果となった。アー
バンデザイナーの立案した創造都市政策は、
産業振興政策に弱点があることが明らかと
なった。 
 
（6）ナショナルアートパーク構想の停滞 
 都心臨海部の空間形成をめざすナショナ
ルアートパーク構想は、創造都市政策の空間
計画としての性格をもっていた。市民に閉ざ
された港湾空間を象徴的価値をもつものと
して開放していくという空間戦略は高く評
価できるものの、実際には開港 150 周年に向
けた港湾緑地の整備にとどまり、その後は進
捗していない。創造都市政策の推進体制が、
事業本部制から、文化観光局の所管に再編さ
れたことから、近年では創造都市政策は空間
計画を伴わない文化政策に変化しつつある。 
 
（7）課題としての「市民主導」 
 横浜市の創造都市政策は、「市民の主導す
る文化芸術創造都市づくり」を掲げていた。
アートNPOやアーティストたちも市民であり、
彼らのイニシアティブが創造界隈形成を成
功に導いてきた。しかし、アーティスト以外
の一般市民のイニシアティブは発揮されて
こなかった。いまのところ、創造界隈形成の
プロジェクトは、現代アートの若手をひきつ
けるのには成功したものの、市民との接点を
広げ、芸術的公共圏を形成するところまでは
いたっていない。 
 
（8）結論 
 横浜の創造都市政策は、アーバンデザイン
の視点から構想されたところに特徴がある。
これは飛鳥田市政以降、都市デザイン行政を
蓄積してきた横浜市の歴史的文脈から理解

される。この点で、伝統工芸を核とする金沢
市や産業デザインを核とする名古屋市とは
異なっている。また、工場を転用した上海の
M50 やソウルのムルレ芸術工業団地とも異な
っている。中国の場合、一部の例外を除いて、
創造産業振興政策として創造空間が形成さ
れることが多く、韓国の場合には、アーティ
ストの自然発生的な集中から創造空間が形
成されることが多い。この点、横浜は、アー
バンデザインの観点から立案され、行政主導
でアーティストの誘致に成功しているとい
う点で特異である。 
 横浜市の創造都市政策は、横浜を象徴する
都市景観の保存を原点として、都心臨海部の
空間形成をめざすものであった。そのため、
当初から産業振興と市民参加に弱点を抱え
ていた。加えて、林市政のもとでの機構再編
によって、創造都市政策の所管が文化観光局
に移り、この構想の空間形成としての側面が
弱まりつつある。しかし、創造拠点の形成は
予想以上に進展した。今後は、この成果を踏
まえた創造都市政策の再構築が求められる。 
 
（9）国際会議の開催 
 本研究においては、上記の研究成果を毎年、
日中韓の研究者を招いた国際会議を開催し
て発表した（2010 年 11 月、立教大学、2011
年 11 月、同済大学（上海）、2012 年 10 月、
ソウル市立大学、2013 年 10 月、立教大学）。 
 中国や韓国では、都市の文化政策や創造拠
点に関する関心が高いが、日本で扱っている
のは、都市社会学の分野では我々の研究グル
ープだけであり、今後も継続的な国際交流が
求められる。 
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